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島根県の概況

⚫ 島根県は、松江市と出雲市の中心部を除き、面積の９割以上、人口の６割
以上が中山間地域という状況

⚫ 人口減少が進み、利用者も減少傾向で、人材確保も困難な状況だが、介護
サービスが生活や療養に必要

人口：633,105人〔R7.10.1現在推計人口〕

15歳未満 72,721人（11.5％）

15～64歳 336,397人（53.1％）

65歳以上 223,987人（35.4％）

75歳以上 133,300人（21.1％）
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⑴ 働く世代の人口減少が、人材確保に影響

⚫ 少子化の影響により働く世代の人口が減少しており、様々な分野で人材確

保が難しくなっているのが現状

2,384人

2,536人

2,475人

1,386人

1,629人

1,770人

1,410人

1,539人

1,661人

Ｒ７調査

（n=844）

Ｒ４調査

（n=948）

Ｒ１調査

（n=943）

事業所側求人数

採用できた人数 充足率 58.1％

充足率 64.2％

充足率 71.5％

（参考）過去１年間の自己都合離職者数

島根県における介護人材の確保・定着状況

（出典）島根県「介護・障がい福祉人材の確保・定着に関する実態調査」
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⑵ 報酬水準の低さが、人材確保の課題

⚫ 賃金水準は改善されてきているが、全国の全産業平均と介護職員の給与格

差は１月あたり約８万円で、事業所からも賃金の改善が必要との声が多い
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14.1%

19.7%

17.4%

12.3%

3.6%
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賃金の改善

事業所のPR

労働環境の改善

法人間連携による事務

負担の軽減や経営効率化

介護ロボット・ICTの整備

経営の多角化

職場内の相談体制の整備

職場内研修等の充実

キャリアパス制度

の導入・見直し等

地域との交流

その他

Ｒ７調査（n=811）

Ｒ４調査（n=927）

賃金の改善

安定的な人材確保と事業の安定経営のために必要な取組（複数回答）

（出典）島根県「介護・障がい福祉人材の確保・定着に関する実態調査」
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⑶ 人員確保の難しさから、廃止事業所が増加

⚫ 人員確保の難しさなどから、訪問介護事業所の廃止が進んでおり、このま

までは地域の介護サービスの維持が難しい状況

令和７年４月１日

時点の事業所数

令和７年度中に

廃止した事業所数 うち、人員確保が困

難であることを理由

とするもの

うち、基準該当サー

ビス（人員基準緩

和）に移行したもの

松江市 ８１ ４ １

安来市 ６ ２ ２ １

雲南市 ８ １ １ １

出雲市 ５５ ２ １

浜田市 １８ ４ ３

益田市 １１ ２ ２

海士町 １ １ １ １

その他 ３７

合 計 ２１７ １６ １１ ３

訪問介護事業所の廃止状況（令和７年度）



１．報酬水準面から生じている課題

5

⑷ 人件費を含め介護報酬での対応が必要

⚫ エネルギー価格や物価が高騰し、給与水準の引き上げも必要とされる中、

公定価格である介護報酬における対応は不十分

介護報酬

消費者物価指数

最低賃金

90
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150

H24 H27 H30 R3 R6

Ｈ24年度を100とした指数

（注）介護報酬は、中間年における臨時的な改訂は加味していない（Ｈ27 ▲2.27％、Ｈ30 ＋0.54％、Ｒ３ ＋0.70％、Ｒ６ ＋1.59％）
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⑴ 中山間地域では、訪問介護の提供に課題

⚫ 前回の報酬改定において訪問介護の基本報酬が引き下げられ、効率的な訪

問ができない事業所の多くが、特別地域加算の有無に関わらず赤字経営

訪問介護事業所の収支状況

10回未満

38％

10～19回

38％

20～29回

9％

30回以上

15％

中山間地域（n=47事業所）

10回未満

18％

10～19回

29％

20～29回

18％

30回以上

35％

その他地域（n=94事業所）

（出典）島根県による訪問介護事業所実態調査（Ｒ６）

１日当たりの平均訪問回数

※Ｒ６年度の収支見込により色分け
● 黒字見込み ● 赤字見込み
● 不明（調査未回答など）
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⑵ 通所介護においても、送迎コストが課題

⚫ 通所介護においても、送迎に係るコストが割高になっているが、訪問介護

のような特別地域加算の制度がないため、経営上の負担要因
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⑶ 市町村では、独自の支援策でサービスを維持

⚫ 事業所からの距離が離れた場所への訪問・送迎について、市町村では独自

の支援策を実施

市町村・保険者 対象要件・１件当たり料金 対象サービス 財 源

雲南広域連合

（雲南市、奥出雲町、

飯南町）

片道10km・10分以上 300円/件

片道20km・20分以上   800円/件

片道40km・40分以上 1,200円/件

訪問介護

訪問入浴介護

介護保険料

出雲市 片道５km以上    1,000円/件

片道10km以上      1,500円/件

訪問介護

通所介護 など

介護給付費

準備基金

大田市 往復10km以上      400円/件

条件不利地域      800円/件

訪問介護 一般財源

隠岐の島町 片道７km以上  500円/件

片道15km以上  800円/件

片道20km以上  1,300円/件

訪問介護 一般財源

市町村独自支援の状況（Ｒ８年度）

（注）訪問介護には、市町村の総合事業で実施されるものを含む
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⑷ 包括算定においては、実情に即した配慮が必要

⚫ 訪問介護では、新たに月額報酬制が導入されるが、地域の実情を踏まえた

制度設計が必要

県内訪問介護事業所からの意見

・山間部では１日の訪問回数は午前２件、午後２件が現実的。仮に午後に３件回ろうとすると、昼に事務

所に帰らず車中で休憩して直行しなければ難しい。季節によっても異なり、特に冬季は厳しい。

・事業者の採算確保をベースに設定すると、利用者にとっては負担増につながる。在宅の高齢者が軽度者

が多いため、生活援助中心型を含めて１回あたり平均を採算ラインの327単位で想定した場合、利用者の

理解を得られるかどうか。

・要介護度ごとの支給限度額との兼ね合いで、利用者負担の増は他のサービスの利用を制約することにな

りかねず、かえってサービスの低下につながるため、支給限度額の見直し（引き上げ）も併せて考える

必要がある。

・定額制を導入する場合、利用者のニーズに合わせて、週当たり（又は月当たり）の利用上限回数を含め

た複数パターンを用意する必要がある。

・既に包括算定が導入されている小規模多機能のようなサービスは、訪問・通所・宿泊を柔軟に組合わせ

るものであるため、包括算定になじみやすい（それでも赤字のところが多いと思う）。訪問のみのサー

ビスで包括算定になじむかどうかは疑問。
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⑸ 介護テクノロジーの活用が重要

⚫ 人員配置基準の緩和が施設サービスにも拡張されたが、サービスの質の確

保や職員の負担軽減のためには、介護テクノロジーの活用支援が重要

島根県介護テクノロジー定着支援事業 介護現場革新サポートセンターしまね
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まとめ

1. 人口減少が進む中で、人材確保を進めるためには、他産業並の給与

水準の改善が必要

2. エネルギー価格・物価の上昇は、中山間地域においても影響がある

ため、介護報酬での対応が必要

3. 中山間地域では、住家が散在しており、訪問・送迎に係るコストを

適切に評価することが必要

4. 包括算定については、地域の実情に応じた制度設計とともに、適切

な介護報酬での手当が必要

5. 人材確保の課題を補うためにも、介護テクノロジーの導入支援など

の積極的な対応ができるような財政支援が必要

6. 介護報酬での対応が難しい課題については、地域医療介護総合確保

基金などでの手当てが必要
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